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＜建物災害共済事務取扱要項＞

� 共済委託手続きの概要

共済委託手続きには、新規契約、内容変更、解約と契約期間満了に伴い引き続き契約するた

めの継続契約があります。

いずれの手続きも本会ホームページ（ht tps : / /www.zz jk . j p）からインターネット契約シ

ステムにより行なうことになっており、契約情報入力画面から所定の必要事項を入力し申込み

するとともに、そのシステムから印刷した申込総括書を、都道府県町村会を経由して本会に提

出して下さい。

本会において、受け付けた申込総括書の内容を審査し、承認した場合は「共済委託申込承認

証」「分担金額通知書兼請求書」「分担金送付書」を作成し、都道府県町村会を経由して委託団

体へ送付いたします。

委託団体は「分担金額通知書兼請求書」に基づき、都道府県町村会指定の口座に納付期限ま

でにお振込みいただくとともに「分担金送付書」を都道府県町村会に送付して下さい。（図解

P６０参照）

なお、インターネット契約システムにはユーザー IDとパスワードが必要となります。不明

の場合は、都道府県町村会までご連絡下さい。

また、インターネット契約システムの操作方法のお問い合わせについては、下記の専用ヘル

プデスクにて対応させていただいております。

○インターネット契約専用ヘルプデスク

電話番号 ０１２０－９１１－９４１（フリーダイヤル）

受付時間 ９：００～１２：００、 １３：００～１７：３０（土日祝日、年末年始休業）

次頁から各申込み別に具体的に説明いたします。
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� 新規申込み手続き

１．新規申込み

新規申込みとは、新たに建築、取得又は購入した物件等を初めて本会に共済委託する場合の

手続きです。

本会ホームページから所定の必要事項を入力し、申込みするとともに、インターネット契約

システム画面から印刷した申込総括書に委託団体長印を押印のうえ、当該申込み契約の共済期

間開始日の前日迄に都道府県町村会に必着するよう提出して下さい。

２．委託申込み単位

共済委託申込みは、○○役場、○○小学校のように１施設単位で委託手続きをお願いします。

〔契約イメージ〕

整理番号 ００１

３．新規申込み手続きの要領

（１）建物の申込み手続き

具体的な入力方法については、「インターネット契約システム操作マニュアル」を参考にし

て下さい。

ここでは、各入力項目の説明をいたします。

※参考「インターネット契約システム操作マニュアル」

第４章 建物災害共済 契約申込処理

４．１ 契約申込処理

４．１．２ ステップ１－２（１）（申込入力）新規・追加・変更・解約

�新規申込

施設 永田小学校

物件番号 物件名

物件 ０１ 校舎

物件 ０２ 体育館

物件 ０３ 倉庫

施設 永田第２小学校

物件番号 物件名

物件 ０１ 校舎

物件 ０２ 体育館

物件 ０２－０１ 収容品（体育館内）
（明細）０１－０１ ピアノ
（明細）０１－０２ 平均台
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都道府県番号 団体番号 団体枝番 団 体 名（枝番名）

１３ １９８０７ 永田町

１３ １９８０７ ０１ 永田町（水道事業会計）

１３ １９８０７ ０２ 永田町（町立病院）

（ア）

（イ） （ウ）

（ア）「都道府県番号」欄

本会にて２桁の都道府県番号を指定しております。

（イ）「団体番号」欄

本会にて５桁の団体番号を指定しております。

（ウ）「団体枝番」欄

団体内で会計別や管理部署等で区分して管理する場合、０１～５０までの枝番を設定するこ

とができます。

〔例〕
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（エ）「整理番号」欄

団体が契約を分類管理するための番号です。任意に３桁の番号（００１～９９９）を設定でき

ます。

（オ）「共済終期」欄

施設ごとに定める共済委託する期間の終期になります。

※共済の責任期間は、共済期間の最終日の午後４時（１６時）に終わります。

（カ）「分類（施設区分）」欄

本会が委託施設を統計処理するために独自に設定しているコードNo.です。

施設区分は下表のとおりとなります。

施設区分 コードNo. 施設区分 コードNo.

学校関係施設 １ 福祉関係施設 ６

役場関係施設 ２ 体育・レクリエーション施設 ７

医療関係施設 ３ 環境衛生施設 ８

住宅施設 ４ その他施設 ９

社会教育・文化施設 ５

（ケ）

（オ）

（カ）

（エ）

（キ）

（ク）
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（キ）「施設名」欄

契約する施設の名称を２０文字以内で設定して下さい。

（システム入力欄には全角にて入力して下さい。）

（ク）「施設所在地」欄

契約する施設の所在地を２０文字以内で設定して下さい。

所在地名の町村名が団体名と同一の場合は大字、字、番地から設定して下さい。

（システム入力欄には全角にて入力して下さい。）

（ケ）「メモ情報」欄

団体担当者の管理用にご自由に入力いただけます。（入力は任意）

（ト）

（コ）

（サ）

（シ）

（ス）

（セ）

（ソ）

（タ）

（チ）
（ツ）

（テ）

（コ）「共済始期」欄

物件ごとに定める共済委託する期間の始期になります。

※共済の責任期間は、共済期間の初日の午後４時（１６時）に始まります。
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●閏年の取扱いについて

１．共済期間１ヵ年の場合

○共済期間１カ年の場合は、共済期間開始日の翌年の応答日を満期日とします。

ただし、共済期間開始日２月２９日のものは満期日を翌年の２月２８日として１カ年

の取扱いとします。

○分担金の計算

分担金の計算上の日数は３６５日とします。

＜計算式＞

共済基準額×共済加入率＝共済責任額……………………………………………（A）

（A）×基率＝分担金

２．共済期間が１カ年でない場合

○共済期間が１カ年でない場合は２月２９日を加算して、実日数にて算出します。

○分担金の計算

・共済期間が１カ年でない場合は、全て実日数で分担金を算出します。

・分担金の計算する場合の分母は３６６日ではなく、全て３６５日で算出します。

＜計算式＞

共済基準額×共済加入率＝共済責任額……………………………………………（A）

（A）×基率＝分担金（１カ年分）…………………………………………………（B）

（B）
３６５

×分担金計算上の日数（実日数）＝分担金 ……………………………（C）

（サ）「物件番号」欄

施設内の物件を管理するために任意に設定いただく番号です。「０１」から始まる２桁

の一連番号を設定して下さい。ただし、収容動産は収容等されている建物の物件番号と

「０１」から始まる２桁の一連番号（４桁）にして設定して下さい。

〔例〕

物件番号 物件名

０１ 校舎

０１ ０１ 収容動産 →「０１校舎」に収容されている動産

０２ 体育館

０２ ０１ 収容動産 →「０２体育館」に収容されている動産
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（シ）「物件名」欄

委託する物件を具体的に判断できる名称を（南校舎・プール更衣室等）１５文字以内で設

定して下さい。住宅については１号棟・A棟等まで物件名に含めて下さい。

〔例〕第２団地３号棟

（システム入力欄には全角にて入力して下さい。）

（ス）「用途番号」欄

本会が独自に設定している用途別コードNo.です。別記「用途別コード番号及び構造別

標準的共済基準額一覧表」（P８１）のとおりとなります。

なお、以下の場合には、用途番号の前に「A」を設定して下さい。

（システムでは「A」の付いている用途番号を選択）

①住宅に付随する物件

（セ）「構造」欄

本会の建物構造区分は、主体構造区分別に分類しております。

構造に基づき基率を設定していますので十分確認願います。

（注）建物内の収容品（据付機械等）については収容されている建物の構造と同区分に

て設定して下さい。

なお、構造区分については、別記「建物構造区分」（P８５）を参照して下さい。

（参考資料「建物構造別仕様例一覧」（P８６）も併せて参照して下さい。）

（ソ）「棟数」欄

１物件１棟にて契約して下さい。なお、公営住宅等で構造、規格、面積、用途が同一の

場合のみ棟数を合計することができます。（収容動産の場合は設定する必要なし）

（タ）「面積」欄

契約する物件（建物）の延床面積（２階建の場合は１、２階の床面積の合計）になりま

す。単位は「㎡」とし、１㎡未満は切り捨てて下さい。（収容動産の場合は設定する必要

なし）

建物構造区分 コード№ 備 考

木造建物 １ 木造基率

簡易防火建物（木造モルタル等） ２ 簡易防火基率

耐火構造建物

鉄筋コンクリート造 ３

耐火基率
鉄骨・鉄筋コンクリート造 ４

コンクリートブロック造 ５

鉄骨造 ６
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（チ）「共済基準額」欄

契約する物件の再調達価額に相当する額を千円単位で設定して下さい。再調達価額とは、

「共済の目的と同一の構造、質、用途、規模、型、能力のものを再建築又は再取得するの

に要する価格（消費税を含む）をいい、整地費、建て替えによる解体費、樹木移転費、造

園工事費、設計委託費は含みません。」（P６８）です。

なお、共済基準額の算定が困難な場合には、別記「用途別コード番号及び構造別標準的

共済基準額一覧表」（P８１）を参考にして、１㎡当りの基準額に面積を乗じて得た額を共

済基準額として設定して下さい。

（注）標準的共済基準額は、平均的な基準を示したもので、建物の構造、材質、造作、用

途等により異なります。できるだけ実態に応じた再調達見積価額にて共済基準額を設

定して下さい。

また、次の各号に該当する物件の場合は別記「時価額の算定について」（P８７）に基づ

く時価額として下さい。

①罹災した場合、復元（再調達）を要しない建物及び動産

②継続的に使用されていない建物及び動産

③仮設又は取りこわし予定の建物

（ツ）「共済加入率」欄

共済加入率は、「共済基準額」の何％を共済委託するか設定する欄です。

下表より１つを選んで設定して下さい。（実損特約を除く）

※実損特約により契約する場合は、下表より１つを選んで設定して下さい。

（テ）「実損」欄

耐火構造の建物（住宅物件を除く）及びこれに附属する設備、装置及び据付機械につい

て実損特約とする場合は、実損有を設定して下さい。

実損特約制度については、「Ⅶ 委託割合条件付実損共済特約」（P６１）を参照して下さ

い。

（注）収容品についての実損特約はできません。

共済加入率（％）
１００ ９５ ９０ ８５ ８０ ７５ ７０ ６５ ６０ ５５ ５０ ４５

４０ ３５ ３０ ２５ ２０ １５ １０

共済加入率（％）

（実損委託割合）
８０ ７０ ６０ ５０ ４０ ３０
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（ト）「メモ情報」欄（物件）

団体担当者の管理用にご自由に入力いただけます。（入力は任意）

（ナ）

（ナ）「共済責任額」欄

共済責任額は、共済の目的が災害を受けた場合、その損害額に対して、本会が責任を負

う最高限度額です。「共済基準額」に「共済加入率」を乗じて得た額が共済責任額となり

ます。（千円未満の額は切捨）

なお、動産のうち美術品等は一点又は一組について１億円が限度となります。
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※門、へい、かき、庭園灯、外灯等の共済委託について

委託団体が、門、へい、かき、庭園灯、外灯等について共済委託する場合は、規程第５

条第２項に規定する、「畳、建具、その他の従物及び電気、ガス、給排水、暖冷房、昇降

設備、その他これに準ずる建物の付属設備」に該当いたしませんので、次により共済委託

していただく必要があります。

○ 建物の外部に付属する門、へい、かき、庭園灯、外灯等について共済委託申込みをす

る場合は、建物共済委託とは別の共済委託物件とし、物件名等を入力のうえ、「用途番

号３９」（諸設備工作物）としてお申込み下さい。

（注）建物の屋上、バルコニー等に設置しているフェンス、建物の外壁に設置している外

灯等は、建物の付属設備として、共済基準額に含めてお申込み下さい。

※建物内のインターネット及び LAN関連設備の共済委託について

ケーブル、ハブ、パソコン、サーバー、モデム、ルーター、Wi-Fi 等建物内のインター

ネット及び LAN関連設備については建物とは別に「用途番号５０」収容品としてお申込み

下さい。

（２）収容動産の申込み手続き

収容動産（収容品・据付機械等）の申込み手続きは建物と同じですが、収容動産の場合は、

収容動産名、数量、収容動産の明細単位での共済基準額をあわせて申込む必要があります。

入力方法については、「インターネット契約システム操作マニュアル」を参考にして下さ

い。

ここでは、各入力項目の説明をいたします。

※参考「インターネット契約システム操作マニュアル」

第４章 建物災害共済 契約申込処理

４．１ 契約申込処理

４．１．５ 入力支援機能

�収容動産を入力
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（ニ）「明細番号」欄

２桁の番号の組合せで構成します。

①始めの２桁は１０明細までを「０１」とし、次の１０明細までを「０２」とし、以下同様に

「０３、０４、・・・」とします。

②後の２桁は「０１から１０」までの連番号となります。

〔例〕

物件番号 ０１－０１ 物件番号 ０２－０１

明細番号 明細番号 明細番号 明細番号

０１－０１

０１－０２

～

０１－１０

０１－０１

０１－０２

～

０１－１０

０２－０１

０２－０２

～

０２－１０

０３－０１

０３－０２

～

０３－１０

（ニ）

（ヌ）

（ネ）

（ノ）
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（ヌ）「収容動産名」欄

品名を２０文字以内で設定して下さい。ただし、一点又は一組（一式）の単価が５０万円以

上のものは、個々に明細を必ず記入して下さい。なお、５０万円未満のものについては、ま

とめていただいてもかまいませんが、契約内容がわかるように記入して下さい。

（ネ）「数量」欄

品名ごとに数量を設定して下さい。

（ノ）「共済基準額」欄

再購入に要する価額（再調達価額）を千円単位で設定して下さい。

（注）収容動産明細の共済基準額の合計額と、収容動産の共済基準額（物件の共済基準

額）が同額になるよう設定して下さい。
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� 追加申込み手続き

１．追加申込み

追加申込みとは、既契約の施設に共済期間の中途で建物を新築・増築する等で物件を追加す

ることをいいます。

本会ホームページから所定の必要事項を入力し、申込みするとともに、インターネット契約

システム画面から印刷した申込総括書に委託団体長印を押印のうえ、当該申込み契約の共済期

間開始日の前日迄に都道府県町村会に必着するよう提出して下さい。

２．追加申込み手続きの要領

具体的な入力方法については、「インターネット契約システム操作マニュアル」を参考にし

て下さい。

※参考「インターネット契約システム操作マニュアル」

第４章 建物災害共済 契約申込処理

４．１ 契約申込処理

４．１．２ ステップ１－２（１）（申込入力）新規・追加・変更・解約

�追加申込
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� 契約内容変更手続き

１．契約内容変更

契約内容変更とは、共済委託契約締結後において、当該共済期間中に承認証に記載された契

約内容に変更が生じる場合に、該当する契約内容を変更することをいいます。（建て替え等で

物件が入れ替わる場合などは、解約のうえ、新規契約申込みの手続きとなります。）

本会ホームページから所定の必要事項を入力し、申込みするとともに、インターネット契約

システム画面から印刷した申込総括書に委託団体長印を押印のうえ、契約内容を変更する事由

が発生した３０日以内に都道府県町村会に必着するよう提出して下さい。

本会はこれを受理し、その内容を審査し、承認した場合「内容変更承認裏書」を送付いたし

ます。

納付分担金に過不足金が生じた場合は、「分担金額通知書兼請求書」にて通知いたします。

２．内容変更手続きの要領

具体的な入力方法については、「インターネット契約システム操作マニュアル」を参考にし

て下さい。

※参考「インターネット契約システム操作マニュアル」

第４章 建物災害共済 契約申込処理

４．１ 契約申込処理

４．１．２ ステップ１－２（１）（申込入力）新規・追加・変更・解約

�内容変更

３．内容変更承認裏書

（１）上段は変更前の契約内容で、下段は変更後の内容になります。

（２）過不足分担金は変更前の契約内容と変更後の契約内容により、次の計算方法により算出

したものです。マイナス表示の場合は過剰額となります。

過不足分担金＝変更後契約の分担金－（変更前契約の分担金－変更前契約の既経過分担金）

（３）発行済の承認証に添付して保管して下さい。共済金請求書等に添付の場合は、承認証写

しとともに、内容変更承認裏書の写しを提出して下さい。
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� 解約手続き

１．解約

解約とは、共済期間の中途において共済委託契約を解除することをいいます。解約事由には

次のものがあります。

（１）規程第１３条第１項に該当しない事由により滅失したとき

（２）所有権若しくは占有権が異動したとき（共済委託物件の売却、返還等）

（３）その他の解約事由が生じたとき（規程第１３条第１項に該当する場合を除く）

以上の場合は、本会ホームページから所定の必要事項を入力し、申込みするとともに、イン

ターネット契約システム画面から印刷した申込総括書に委託団体長印を押印のうえ、解約する

事由が発生した３０日以内に都道府県町村会に必着するよう提出して下さい。

本会はこれを受理し、その事由の生じた日を共済期間の終期とした既経過期間に対する分担

金を算出（日割計算）し、その金額を既に収納した分担金から差引いた残額を返戻いたします。

解約返戻金は「分担金額通知書兼請求書」と「建物災害共済委託物件解約明細書」にて当該

団体へ通知いたします。

なお、部分的な取り壊しなどにより、基準額その他に変更が生じる場合は内容変更により手

続きをして下さい。

２．解約手続きの要領

具体的な入力方法については、「インターネット契約システム操作マニュアル」を参考にし

て下さい。

※参考「インターネット契約システム操作マニュアル」

第４章 建物災害共済 契約申込処理

４．１ 契約申込処理

４．１．２ ステップ１－２（１）（申込入力）新規・追加・変更・解約

�解約
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� 継続申込み手続き

１．継続申込み

継続申込みとは、既に共済委託契約が締結されている物件の共済期間が満了するのに伴い、

引き続き委託するための契約更改の手続きのことをいいます。

継続手続きの流れとしては以下のとおりとなります。

（１）継続月の概ね１カ月前に、継続案内『「建物災害共済継続委託申込」について』を本会か

ら都道府県町村会を通じて委託団体に送付。

（２）継続案内到着後、本会ホームページにおいて以下の作業を行なう。

①継続契約の内容を確認する。

②必要に応じ、継続契約に対して、追加・内容変更・非継続を行い、継続契約を整える。

③申込みするとともに、インターネット契約システム画面から継続総括書を印刷する。

（３）出力した継続総括書に委託団体長印を押印のうえ、当該申込み契約の共済期間開始日の

前日迄に都道府県町村会に必着するよう提出する。

（注）①共済期間満了日の間近に申込みを行った、新規申込み、内容変更、解約については、

次回契約の始期日までの期間が短いため、継続データに反映されません。この場合

は、新規の場合は再度の新規申込み、内容変更の場合は内容変更されていない継続

契約を内容変更にして申込み、解約の場合は解約になっていない継続契約を非継続

にして申込みをして下さい。

②共済期間は現共済契約期間の終期日を始期日とした１年間となっております。

２．継続申込みの要領

具体的な入力方法については、「インターネット契約システム操作マニュアル」を参考にし

て下さい。

※参考「インターネット契約システム操作マニュアル」

第５章 建物災害共済 継続申込

５．１ 継続処理

３．統合

統合とは、複数の契約（施設）の間で物件を移動させる作業のことをいいます。この場合、

施設の終期は統一されているため、移動する物件の終期が移動先の施設の終期と異なる場合は、

終期を同一にする必要があります。また、統合先で物件番号が重複する場合は、統合したい物

件の物件番号も変更して下さい。

なお、統合は継続申込時のみに可能です。
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具体的な入力方法については、「インターネット契約システム操作マニュアル」を参考にし

て下さい。

※参考「インターネット契約システム操作マニュアル」

第５章 建物災害共済 継続申込

５．１ 継続処理

５．１．２ ステップ１－２（２）（データ入力）

�契約統合

〔統合イメージ〕
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共済委託手続きの流れ

新規、継続委託申込書は、下記の図のような事務処理を経て委託団体へ承認証等をお届けします。

（
継
続
申
込
）

①継続通知書（１） ①継続通知書（１）

（インターネットから申込）

（
新
規
申
込
）

②申込総括書（１） ②申込総括書（１） ②申込総括書（１）

※システム画面より印刷

（
継
続
申
込
）

③継続総括書（１） ③継続総括書（１）③継続総括書（１）

※システム画面より印刷

④承認証（１） ④承認証（２）④承認証（２）

⑤動産明細書（２）
（承認）

⑤動産明細書（２）
（承認）

⑤動産明細書（１）
（承認）

⑥分担金額通知書兼請求書（１）⑥分担金額通知書兼請求書（１）

⑦分担金送付書（２）

⑦分担金送付書（１）⑦分担金送付書（２） ⑦分担金送付書（２）

⑧分担金合計額通知書⑧分担金合計額通知書
（１）（１） ⑨分担金送付書

（兼内訳書）（１）
⑨分担金送付書
（兼内訳書）（１）

⑨分担金送付書
（兼内訳書）（１）

（注）１．帳票は、下記様式等の番号です。
２．帳票の（ ）内の数字は枚数です。

�継続通知書 �建物災害共済基金分担金額通知書兼請求書（第４号様式）
�申込総括書（第１号様式） �建物災害共済基金分担金送付書（第４－２号様式）
�継続総括書（第１－２号様式） �建物災害共済基金分担金合計額通知書
�建物災害共済委託申込承認証（第２号様式） 	建物災害共済基金分担金送付書（兼内訳書）

収容動産明細書（承認）（第２－２号様式）
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Ⅶ 委託割合条件付実損共済特約

１．実損特約制度

委託割合条件付実損共済特約（以下「実損特約」という。）については、規程第６章に規定

され、耐火構造の建物ならびにこれに付属する設備、装置及び据付機械について共済委託契約

することができます。

これは耐火構造の建物の場合、全損の損害を被ることは極めてまれであり、再調達価額の高

額な耐火構造物を加入率１００％として委託することは、分担金の額も高額になってしまいます。

そこで耐火構造の建物に限り、一定の条件で分損事故でも共済責任額を限度に損害額全額がて

ん補されるのがこの実損特約です。

ただし、住宅物件、収容品については実損特約はできません。

２．共済委託の手続き

共済委託の手続きは、「� 新規申込み手続き」に準じますが、申込みの要領は、下記要領

に従って下さい。

（ア）「実損」欄

「有」を設定して下さい。

（イ）「共済加入率」欄

耐火構造建物にかかる共済基準額の何％を共済委託するかを設定する欄ですが、実損特

約の場合、委託割合は規程第３１条に定められているように、３０％から８０％までの１０％きざ

みの６種類（３０、４０、５０、６０、７０、８０％）となっております。

３．解約手続き

普通契約に準じて処理して下さい。

４．共済金請求手続き

普通契約に準じて処理して下さい。

なお、共済金の算出方法については「� 共済金請求 ２．共済金の請求要領（３）－（エ）」を

参照して下さい。
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� 共済基金分担金

共済委託団体は、毎共済期間ごとに共済責任額に応じて共済基金分担金を納めていただかなけ

ればなりません。分担金額は契約の承認証発行時に通知いたします。

１．分担金額の算出

共済基金分担金額は、共済責任額に建物災害共済基金分担金基率表（P２０）に掲げられた基

率を乗じて算出されます。この基率表の基率は、共済期間１年を基準として共済責任額１，０００

円に対して定められているので、１年を超えるもの又は１年に満たないものについては、日割

計算の方法によります。

〔計算式〕

� 基本計算（共済期間が１カ年の場合）

共済基準額×共済加入率＝共済責任額 …………………………………… （A）

（単位千円） （％） （千円位未満切捨）

（A）×基率＝分担金 ………………………………………………… （B）

（対千分比） （円位未満切捨）

� 共済期間が１カ年でない場合
（B）の分担金
３６５

×契約日数＝分担金 ………………………………………… （C）
（円位未満切捨）

（○注閏年の場合も上記と同じ算式になります。）

� 実損特約の場合

（A）の共済基準額×実損特約委託割合×基率×実損係数＝分担金 …… （D）

（単位千円） （対千分比） （円位未満切捨）

� 共済期間が１カ年でない実損特約の場合
（D）の分担金
３６５

×契約日数＝分担金
（円位未満切捨）

（○注閏年の場合も上記と同じ算式になります。）

� 規程第１６条第３項に定める時価額の場合

再調達価額×｛１００％－（経過年数×減価率）｝×共済加入率

＝共済責任額 …………………………………… （E）

（E）×基率＝分担金（円位未満切捨）

２．分担金基率の区分

（１）基本基率

普通物件基率と住宅物件基率に区分され、更に都道府県別及び建物の構造別に細分してい

ます。共済の目的の用途、構造、都道府県別に基率を適用します。
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� 普通物件基率

学校、役場、集会所等、住宅物件基率を適用されない建物及びその収容動産に適用され

ます。

なお、収容動産（屋外工作物を除く）は収容されている建物の基率となります。

� 住宅物件基率

ア．単に住宅（１世帯の生活単位としての設備をもつもの）だけに使用される建物及びそ

の収容動産に適用されます。

イ．住宅以外の用途に使用されている建物（工場、事務所等）に接続若しくは連絡してい

る場合は、普通物件基率となります。

ウ．寮、寄宿舎等については、各室１世帯の生活単位とは考えられず、管理上の危険度も

高いので住宅物件基率の適用はできません。

エ．建築中（直営工事）の建物については、全て普通物件基率となります。

（２）実損特約特別基率

規程第３０条に規定する実損特約の特別基率は、基本基率表に掲げる基率に次表に掲げる実

損係数を乗じて得たものとする。

共済基準額に

対する委託割合
３０％ ４０％ ５０％ ６０％ ７０％ ８０％

実 損 係 数 ２．４ ２．０ １．７ １．５ １．３５ １．２

◎分担金算出上の基率適用の基本

分担金を算出するときは、一つの建物ごとに該当基率を適用して分担金を算出します。

ここでいう一つの建物とは、

（１）建物の主要構造部のうち、外壁、柱、小屋組、はり及び屋根のいずれも独立して具備

したものをいい（例１～４）、下記（a）、（b）及び（c）のいずれかに該当するものは本屋建

物と別個の建物として取扱うことができます。

（a） 単に通路のみに使用される渡廊下で本屋建物と共通の屋根、はり及び小屋組を有

しないもの（例５）

（b） 差掛下屋（本屋下方に取付けられた片流れ屋根で覆われた部分をいう。この場合、

２階以上の建物では１階部分に取付けられたものに限る）（例６）

（c） 土蔵造建物のさや又は防風若しくは地上に柱を立て構築されたやぐら式屋根
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（２）一つの建物に対しては、その全体について一つの共済基準額を定めなければなりません。

ただし、他の建物と各々別の柱、小屋組、はり及び屋根をもって接続し、その面の外壁

のみを共通とする場合又は接続面の双方に外壁がない場合（例７）は、これを各々別に

定めることができます。この場合、いずれか一方を除外して共済委託することはできま

せん。

一つの建物の判定例

一つの建物

イ、ロはいずれも主要構造部を独

立に具備しているから、それぞれ

別個の建物である。

イ、ロは互いに柱を共通としてい

るから、全体で一つの建物である。

イ、ロは互いに小屋組、はり、屋

根を共通としているから、全体で

一つの建物である。
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３．分担金の納付方法

分担金額通知書兼請求書（第４号様式）を、承認証と同時に送付いたしますので、遅滞なく

分担金額通知書兼請求書記載の納付期限までに分担金を都道府県町村会指定口座に送金し、あ

わせて分担金送付書（第４－２号様式）を都道府県町村会へ送付して下さい。

分担金額通知書兼請求書と分担金送付書は３枚複写になっており、１枚目が分担金額通知書

兼請求書、２、３枚目（本会用・都道府県町村会用）が分担金送付書となっています。

イ、ロ、ハはそれぞれ別個の建物

とすることができる。

イ、ロはそれぞれ別個の建物とす

ることができる。

イ、ロは互いに接続面の外

壁を共通としているから、

全体で一つの建物である。

イ、ロは双方の接続面にい

ずれも外壁がないから、全

体で一つの建物である。

共済基準額は、イ、ロそれ

ぞれについて各々別に定め

ることができる。この場合、

いずれか一方を除外して引

き受けることはできない。

�
���
�
�
�
���
�
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� 共済金請求

１．共済金の支払請求

共済金の支払請求については、規程第１２条に定められ、共済の目的に規程第６条に定める損

害が生じたときは、速やかに「建物災害共済罹災状況調書兼共済金請求書」（細則別表第５号

様式、以下「共済金請求書」という。）に共済委託承認証の写ならびに関係書類を添えて請求

して下さい。

２．共済金の請求要領

共済委託物件（共済の目的）が罹災した場合は、次の要領によって処理して下さい。

（１）損害の速報

損害の速報については、規程第２４条に「共済の目的について、第６条に掲げる損害が生じ

た場合は、当該委託団体は、その損害の概要について都道府県町村会を経由し、本会に速報

しなければならない」と委託団体の速報義務を定めています。従って、共済の目的が罹災し

た場合（自然災害を含む）には、委託団体は電話その他の方法により、次の事項について速

報して下さい。

（ア）速報事項

� 事故発生の日時及び原因

� 共済委託物件の名称

� 承認証番号及び物件番号

� 損害の程度とその状況

（注）上記速報により、必要に応じて罹災現場を調査することになっております。

本会で特に調査を必要と認めたときは、職員等が罹災現場に調査にまいりますので、その

到着までに次の事項を調査ご用意おき下さい。

� 事故発生の状況及び原因

� 被災建物の建築年月日及び再調達価額

� 被災建物を含む配置図（図面に符号を記入し、現場と照合できるもの）

� 被災建物の平面図（面積の確認ができるもの）

� 被災建物の写真

� その他

（２）災害共済金請求の要領

罹災現場の調査終了後、次の書類を作成し、都道府県町村会を経由して本会に提出して下

さい。
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なお、罹災ごと（てん補責任及び罹災発生日時別）に請求書を提出して下さい。（一罹災

につき一請求。）

（ア）建物災害共済罹災状況調書兼共済金請求書

（イ）罹災（事故）証明書

火災による罹災については消防署、車両による罹災については事故証明書、破壊行為に

ついては被害届出の警察受付受理書等、その他の罹災による場合は共済金請求書をもって

罹災証明とみなします。

（ウ）損害額明細書（支払請求書又は工事請負契約書）

損害額明細書は再調達価額によるものとし、損害箇所の単価及び損害額を掲げ、算出基

礎を明示して下さい。ただし、規程第１６条第３項にかかる場合は、時価額による損害額明

細書を添付して下さい。

（エ）再調達価額見積書

罹災物件（共済の目的）の罹災前における再調達価額見積書。見積科目例が７３頁にあり

ますのでご参照下さい。また、再調達価額見積書は、罹災原因ならびに損害額等によって

添付を省略することができますので、「共済金及び災害見舞金の請求における再調達価額

見積書の添付について」（P７２）をご参照下さい。

（オ）配置図

共済委託している当該施設の全面配置図に罹災部分を明示して下さい。

（カ）罹災建物等の平面図

当該建物の面積が記入された平面図とし、罹災部分が確認できるよう区分して下さい。

特に壁面等の罹災の場合はその断面図、また、建物以外の物件については、罹災状況の確

認ができる資料を添付して下さい。

（キ）罹災状況の写真

罹災状況が確認できる損害箇所の修理前、中、後の状況を撮影した写真とし、１枚ごと

に説明を付して下さい。（特に収容動産の写真と説明を忘れないで下さい。）写真添付がな

く罹災確認ができない場合、共済金が減額される可能性がありますので、写真は必ず念入

りに撮影して下さい。

撮影の際は逆光に注意し、鮮明なカラー写真を添付して下さい。

（ク）本会が必要とする書類

・（ア）から（キ）以外で、本会が特に必要とする書類を添付していただく場合があります。

・落雷損害の場合は次の書類を添付して下さい。
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（ケ）共済委託承認証

承認証の写を添付して下さい。共済期間の中途で内容変更した物件が罹災した場合は、

内容変更承認裏書の写も併せて添付して下さい。

（３）共済金の算出方法

共済金の算定については、規程第７条（損害額）ならびに同第８条（てん補額）において

定められています。

損害額…損害額に基づいて共済金を算出します。

損害額を再調達価額により定める場合は、原状復旧費が損害額となり、損害額

を時価額によって定める場合は、原状復旧費から経年減価額を控除した残額が損

害額となります。

なお、「原状復旧費」とは、罹災物件を罹災直前の状態に回復するために要す

る費用をいい、消防又は避難に必要な処置によって生じた損害、最小限必要な残

存物の取り片付け費用を含みますが、共済金請求に必要な書類等の取得に要した

費用（証明書の手数料、設計書料、写真代等）は原状復旧費用に含みません。

また、消費税は原状復旧費に含めますが、被災物件を復旧しない場合は、商取

引が行われず消費税が発生しないことから、復旧費から消費税相当を控除します。

再調達価額…共済の目的と同一の構造、質、用途、規模、型、能力のものを再建築又は再

取得するのに要する価格（消費税を含む）をいい、整地費、建て替えによる解体

費、樹木移転費、造園工事費、設計委託費は含みません。

（ア）基本計算

（算式）……損害額×
共済責任額
再調達価額

＝共済金（円位未満四捨五入）

※共済金は、共済責任額を限度とし、
共済責任額
再調達価額

が１を超える場合には、１とし

て算出します。

〈添付いただく書類〉

１．落雷参考資料

①気象台の観測情報 ②民間気象会社等が発行する落雷証明 ③電力会社等のホームペー

ジで提供されている落雷情報 ④新聞記事 ⑤その場に居合わせた職員等の証言－のいずれ

かを提出してください。

２．損害調査報告書

修理業者等が作成した損害調査報告書をご提出ください。（当該機器が落雷損害を受け、

修理が原状回復にあたるか専門的見地から確認するために必要な書類です。）
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全部共済委託……共済基準額と共済責任額が同額（加入率１００％）で損害が生じた時にお

ける共済の目的の再調達価額が共済責任額と同額の場合をいい、共済

金は原則として損害額と同額になります。

例① 損 害 額 １，０００，０００円

再調達価額（共済基準額） ２０，０００千円

共済責任額 ２０，０００千円

１，０００，０００円×２０，０００千円／２０，０００千円

＝１，０００，０００円（共済金額）

一部共済委託……共済責任額が再調達価額に満たない場合をいい、共済金は損害額に

共済責任額の再調達価額に対する割合を乗じて算出した額（比例てん

補）となります。

このように一部共済委託の場合には、常に損害額の全額はてん補され

ませんので、再調達価額で共済責任額を設定（加入率を１００％とするこ

と）して下さい。

例② 損 害 額 １，０００，０００円

再調達価額（共済基準額） ２０，０００千円

共済責任額 １０，０００千円

１，０００，０００円×１０，０００千円／２０，０００千円

＝５００，０００円（共済金額）

例③ 損 害 額 １，０００，０００円

共済基準額 ２０，０００千円

共済責任額 ２０，０００千円

再調達価額 ２５，０００千円（共済委託時に共済基準額の見直しを行っ

ていないなどの原因で、損害が発生した時

の再調達価額が共済基準額、共済責任額よ

り高くなっている。）

１，０００，０００円×
２０，０００千円
２５，０００千円

＝８００，０００円（共済金額）

（イ）風水害による損害の場合

１回の災害により生じた損害について、前記「共済金の算出方法」により算出された共

済金の額に
５０
１００
を乗じた額（円位未満四捨五入）となります。

なお、共済金は共済責任額の１００分の５０が限度となります。
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（ウ）破裂又は爆発による損害の場合

１回の事故による共済金の限度額は２億円です。

（エ）実損特約

実損特約による共済金は規程第３４条に定められています。特に損害額が全額てん補され

るためには、共済責任額を再調達価額と等しくする必要がありますが、耐火構造の建物が

全損する場合は極めてまれなため、一定条件のもとで損害額全額がてん補されるようにし

たものです。

（算式）……損害額×
共済責任額

再調達価額×実損特約割合
＝共済金（円位未満四捨五入）

なお、共済金は共済責任額が限度となります。

例� 再調達価額に実損特約割合を乗じた額が共済責任額と同額の場合（損害額全額てん補）

１，０００，０００円×
１６，０００千円

２０，０００千円×８０％
＝１，０００，０００円

（１６，０００千円）

例� 再調達価額に実損特約割合を乗じた額が共済責任額を上廻っている場合（比例てん補）

１，０００，０００円×
１６，０００千円

２５，０００千円×８０％
＝８００，０００円

（２０，０００千円）

例� 再調達価額に実損特約割合を乗じた額が共済責任額を下廻っている場合（損害額全額てん補）

１，０００，０００円×
１６，０００千円

１５，０００千円×８０％
＝１，３３３，３３３円 →１，０００，０００円

（１２，０００千円）

※
共済責任額

再調達価額×実損特約割合
が１を超える場合は１として算出するため、損害額

１，０００，０００円が共済金となります。

（オ）時価額による共済委託の場合、継続的に使用しない場合、共済の目的を復旧（修復）し

ない場合

時価額による共済委託の場合や共済の目的を復旧（修復）しない場合は、損害額から経

年減価額を控除した残額が共済金額となります。

（算式）……損害額（時価額）×
共済責任額

建物時価額（再調達価額）
＝共済金（円位未満四捨五入）

ただし、損害額から経年減価額を控除した時価額での損害額が共済金の限度

となります。

（算出例）

例①業務規程１６条第３項の契約（時価額契約）

倉庫（耐火構造）

経過年数 ２０年
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減価率（１年） １．１％

共済基準額・再調達価額（建物時価額）

２０，０００千円×｛１００％－（２０年×１．１％）｝＝１５，６００千円

共済責任額 １５，６００千円

共済金計算

損害額 １，０００，０００円

経過減価額 １，０００，０００円×１．１％×２０年＝２２０，０００円

損害額（時価） １，０００，０００円－２２０，０００円＝７８０，０００円

７８０，０００円×
１５，６００千円
１５，６００千円

＝７８０，０００円（共済金額）

例②共済の目的を復旧（修復）しない場合

消防詰所（木造、再建築価格１�１７７，０００円未満）

共済責任額２，０００千円で加入

経過年数４０年、耐用年数３５年

減価率（１年）２．３％（ただし、最終残存価格は再調達価額の２０％）

共済金計算

損害額 １，０００，０００円

再調達価額 ８，０００，０００円

建物時価額 ８，０００，０００円×２０％＝１，６００，０００円

損害額（時価）１，０００，０００円×２０％＝２００，０００円

共済責任額が建物時価額を超えているため、比例てん補計算は行わず、損害額（時

価）である２００，０００円が共済金となります。
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共済金及び災害見舞金の請求における

再調達価額見積書の添付について

委託団体が共済金等を請求する場合は、再調達価額見積書を添付（規程第１２条）することとし

ていますが、本会が示す構造別標準的共済基準額又はその額を超えて共済委託をしている物件、

並びに下記損害の共済金及び災害見舞金の請求については、再調達価額見積書の添付を省略する

ことができます。

記

１．再調達価額見積書の添付を省略できる損害及び損害額

（１）規程第６条第１項第１号から第１０号までの損害で、損害額見積書による損害見積額が５００

万円以下の損害

（２）規程第２６条第１項の損害

２．再調達価額見積書の添付を省略できる損害の共済金及び災害見舞金の算出

上記の損害の共済金又は見舞金の算出は、共済基準額を再調達価額とみなし算出します。

ただし、再調達価額見積書の添付のあるものについては、再調達価額により算出します。

３．再調達価額見積書の提出

再調達価額見積書の添付を省略できることとしているものであっても、本会が特に必要と認

めた場合は、再調達価額見積書を提出していただきます。

（建物災害共済事務取扱要項）

― 72 ―



再調達価額見積書における見積科目例

再調達価額見積書の見積科目は一般的に分類されている科目を使用します。

ただし、本会が必要と認めた場合は科目明細書（内訳）を提出していただきます。

＜参考＞

一般的に分類されている科目例

（木 造）
１．仮 設
２．木 工
３．屋 根
４．建 具

金属製
木 製
ガラス

５．防 水
６．石
７．タイル
８．金 属
９．左 官
１０．塗 装
１１．内外装
１２．仕上ユニット
１３．雑工事
１４．電気設備
１５．給排水衛生ガス設備
１６．冷暖房空調設備
１７．その他設備

諸 経 費
（現場管理費、一般管理費等）
消 費 税

（非木造）
１．総合仮設
２．直接仮設
３．コンクリート
４．型 枠
５．鉄 筋
６．鉄 骨
７．既製コンクリート
８．防 水
９．石
１０．タイル
１１．木 工
１２．金 属
１３．左 官
１４．木製建具
１５．金属製建具
１６．ガラス
１７．塗 装
１８．内外装
１９．仕上ユニット
２０．カーテンウォール
２１．その他
２２．電気設備
２３．給排水衛生ガス設備
２４．冷暖房空調設備
２５．昇降機設備
２６．その他設備

諸 経 費
（現場管理費、一般管理費等）
消 費 税
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破壊行為によって生じた損害について

「破壊行為によって生じた損害」（規程第６条第１項第６号）については施行細則第４条第６

項に、「破壊行為によって生じた損害とは、共済の目的に損害を与える目的で破壊又はこれに類

似の行為により損害を受けた場合をいう」と定めておりますが、同条の解釈並びに落書き損害及

びこれらに類する損害についての解釈、取扱いは下記のとおりとなります。

記

１．共済の目的に損害を与える目的で破壊又はこれに類似の行為による損害について

「これに類似の行為」とは、損害を与える目的での行為をさし、建物又は工作物等の機能に

支障をきたした機能的損害、汚損損害も含みます。

２．落書き損害及びこれらに類する損害の取扱いについて

落書き損害及びこれらに類する損害については、規程第６条第１項第６号の「破壊行為に

よって生じた損害」に該当するか、また、免責を定めた規程第９条第１項第４号「共済の目的

の擦傷、掻き傷、塗料のはがれ等の外観上の損傷または汚損であって、共済の目的の機能に支

障をきたさない損害」に抵触するかどうかの判断となります。

規程第６条第１項第６号の「破壊行為によって生じた損害」については、細則第４条第６項

の「規程第６条第１項第６号に定める破壊行為によって生じた損害とは、共済の目的に損害を

与える目的で破壊又はこれに類似の行為により損害を受けた場合をいう」という定めがあり、

判断基準としては、�悪意性（損害をあたえることを目的としているか）、�損害の程度（共

済の目的の機能に支障をきたす損害かどうか）の２点となります。

建物の内外壁等のスプレー、ペンキによる落書き等の汚損損害については、損害をあたえる

ことを目的として悪意性が強いものとみなし、損害が明らかに第三者による行為である場合は、

共済の目的の機能に支障をきたす損害と解釈し、規程第６条第１項第６号、細則第３条第６項

に該当するものといたします。

各施設の内外壁、公衆トイレの内壁、ブース内等にみられるボールペン、マジック、ピン等

の先端が尖った物等による落書き及びこれらに類する損害については、共済の目的の機能に支

障をきたさない損害と解釈し、規程第６条第１項第６号、細則第４条第６項に該当しない損害

として取扱います。
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� 災害見舞金

１．災害見舞金

規程第２６条において共済の目的が地震災害によって損害を被った場合には、災害見舞金を支

払うこととしています。委託団体におかれましては、共済委託物件が罹災した場合は火災等の

損害に準じてその被害・損害状況等を都道府県町村会に速報して下さい。

２．災害見舞金の請求

建物災害共済被害状況調書兼災害見舞金請求書（第６号様式）に所定の事項を記載して、速

やかに都道府県町村会を経由して請求して下さい。記入要領及び添付書類については、災害共

済金請求の要領に準じて下さい。

３．災害見舞金の計算

前記共済金の算出方法により算出された共済金の額に１５／１００を乗じた額となります。（円位

未満四捨五入）

４．災害見舞金支払限度額

� 本会がお支払いする災害見舞金の総額（「見舞金総額」という。）には、支払限度（「支払

限度額」という。）があります。支払限度額は、前年度末現在における本会の諸積立金の１００

分の５に相当する額となります。

ただし、見舞金総額が支払限度額を超える場合の被災団体への災害見舞金は、算出した災

害見舞金（１５／１００）の額に見舞金総額に対する支払限度額の割合を乗じて得た額がお支払い

する災害見舞金になります。（円位未満切捨）

� 見舞金総額の算定期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日です。

５．支払時期

災害見舞金の支払いは、見舞金総額を確定するため、地震災害を受けた日の属する年度の翌

年度のお支払いとなります。

６．災害見舞金の仮払制度

� 当該被災団体からの申請に基づき、算定した災害見舞金の額の８０％を限度として仮払金を

お支払いいたします。ただし、算定した災害見舞金の額が１０万円以上の場合であり、仮払金

の限度額は２，０００万円となります。

� 算定した災害見舞金の額と仮払金の差額のお支払いは、災害見舞金のお支払い時期と同様

になります。

� 見舞金総額が支払限度額を超えた場合で、仮払金の額が上記４．のただし書きの災害見舞

金の額を超えるときは、その超えた額について返金していただくことになります。
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参考

災 害 見 舞 金 取 扱 図

災 害 見 舞 金 計 算 例

＜例１＞ 災害見舞金で仮払いの申請がなく災害見舞金総額が支払限度額を超えない場合

損害額 １，０００，０００円

共済責任額 ５０，０００千円

再調達価額 ５０，０００千円

〔１，０００，０００円×
５０，０００千円
５０，０００千円

〕×
１５
１００

＝１５０，０００円

災害見舞金額：１５０，０００円

支払限度額（前年度末積立金×５／１００） １，０００，０００，０００円

災害見舞金総額 ８００，０００，０００円

支払限度額＞災害見舞金総額 よって１５０，０００円の支払いになります。�翌年度支払い

＜例２＞ 災害見舞金で仮払いの申請があり、災害見舞金総額が支払限度額を超えない場合

損害額 １，０００，０００円

共済責任額 ５０，０００千円

再調達価額 ５０，０００千円

〔１，０００，０００円×
５０，０００千円
５０，０００千円

〕×
１５
１００

＝１５０，０００円

災害見舞金額：１５０，０００円

平成２５年度 平成２６年度平成２４年度

地震

H２６．４．１８／１

見舞金総額の算定期間（４／１～３／３１） 見舞金総額確定・支払い

３／３１現在 平成２４年度分
積立金×５／１００＝支払限度額
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仮 払 金 ：１２０，０００円（８０％を限度として随時支払い）

（注）仮払金は災害見舞金額が１０万円以上の場合お支払いできます。

支払限度額（前年度末積立金×５／１００） １，０００，０００，０００円

災害見舞金総額 ８００，０００，０００円

支払限度額＞災害見舞金総額 よって３０，０００円の精算�翌年度支払い

＜例３＞ 災害見舞金で仮払いの申請がなく、災害見舞金総額が支払限度額を超える場合

損害額 １，０００，０００円

共済責任額 ５０，０００千円

再調達価額 ５０，０００千円

〔１，０００，０００円×
５０，０００千円
５０，０００千円

〕×
１５
１００

＝１５０，０００円

災害見舞金額：１５０，０００円

支払限度額（前年度末積立金×５／１００） １，０００，０００，０００円

災害見舞金総額 １，２００，０００，０００円

支払限度額＜災害見舞金総額 よって災害見舞金額は割合により決定されます。

１５０，０００円×
１，０００，０００千円
１，２００，０００千円

＝１２５，０００円�翌年度支払い

＜例４＞ 災害見舞金で仮払いの申請があり、災害見舞金総額が支払限度額を超える場合

損害額 １，０００，０００円

共済責任額 ５０，０００千円

再調達価額 ５０，０００千円

〔１，０００，０００円×
５０，０００千円
５０，０００千円

〕×
１５
１００

＝１５０，０００円

災害見舞金額：１５０，０００円

仮 払 金 ：１２０，０００円（８０％を限度として随時支払い）

（注）仮払金は災害見舞金額が１０万円以上の場合お支払いできます。

支払限度額（前年度末積立金×５／１００） １，０００，０００，０００円

災害見舞金総額 １，２００，０００，０００円

支払限度額＜災害見舞金総額 よって災害見舞金額は割合により決定されます。

１５０，０００円×
１，０００，０００千円
１，２００，０００千円

＝１２５，０００円

仮払いが発生しているため５，０００円の精算�翌年度支払い
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＜例５＞ 災害見舞金で仮払いの申請があり、災害見舞金総額が支払限度額を超え、かつ仮払金

が割合により算定された災害見舞金額を超えている場合

損害額 ２，０００，０００円

共済責任額 ５０，０００千円

再調達価額 ５０，０００千円

〔２，０００，０００円×
５０，０００千円
５０，０００千円

〕×
１５
１００

＝３００，０００円

災害見舞金額：３００，０００円

仮 払 金 ：２４０，０００円（８０％を限度として随時支払い）

（注）仮払金は災害見舞金額が１０万円以上の場合お支払いできます。

支払限度額（前年度末積立金×５／１００） １，０００，０００，０００円

災害見舞金総額 １，５００，０００，０００円

支払限度額＜災害見舞金総額 よって災害見舞金額は割合により決定されます。

３００，０００円×
１，０００，０００千円
１，５００，０００千円

＝２００，０００円

仮払金＞災害見舞金額

仮払金２４０，０００円－災害見舞金額２００，０００円＝４０，０００円が返戻していただく分です。
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� 質権設定承認の手続き
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質権設定の記入要領

� 貸付契約当初の債務額を記入して下さい。

� 「質権設定承認請求書」の作成日、又は提出日を記入して下さい。

� 「質権設定に依る裏書事項」の債権者に給付する金額を記入して下さい。

� 質権設定する物件の共済責任額から�を差引きした額を記入して下さい。
（注）質権設定承認の裏書をする必要がありますので、当該承認証の原本を添付して下さい。
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１．用途別コード番号及び構造別標準的共済基準額一覧表 （単位：千円）

分

類

コ

ー

ド

�

用
途
別
コ
ー
ド
�

主 用 途 名 類似建物名称（例） 建物内容等（例）

１ � 当 り 共 済 基 準 額

木 造

�

簡易防火
（木造
モルタ
ル等）

�

耐 火 構 造

鉄筋コ
ンクリ
ート造

�

鉄骨・
鉄筋コ
ンクリ
ート造
�

コンク
リート
・ブロ
ック造
�

鉄骨造

	

�

学 校 関 係 施 設

１０ 校舎・幼稚園舎 １９９ １９９ ２２８ ２５７ １７８ ２００

１１ 校舎（特別教室） １９９ １９９ ２２８ ２５７ １７８ ２００

１２ 講 堂 １６５ １６５ ２４１ ２７４ １８４ ２０３

１３ 体 育 館 １６５ １６５ ２４１ ２７４ １８４ ２０３

１４ 図 書 館 １９９ １９９ ２２８ ２５７ １７８ ２００

�

役 場 関 係 施 設

２０
（注１）
役 場 庁 舎 議会室等

一般事務を行なう
建物

１９９ １９９ ３１０ ３２４ １６７ ２２１

２１
（注１）
役 場 支 所 出張所 １９９ １９９ ３１０ ３２４ １６７ ２２１

２２
（注１）
一 般 事 務 所

自治会館、登記所、
行政サービスセン
ター、消防署、土
木事務所

１９９ １９９ ３１０ ３２４ １６７ ２２１

�

医 療 関 係 施 設

３１
（注１）
診 療 所

へき地診療所
保健所
保健センター

医師の用いる診療
設備のあるもの ２０４ ２０４ ２７１ ２８８ １９６ ２６１

３２
（注１）
病 院 救急医療センター （同上）入院設備

のあるもの ２１６ ２１６ ２９０ ２９８ ２０６ ２６１

３３
（注１）
検 査 室 （ 棟 ） 医療設備のあるも

の １８１ １８１ ２８１ ２７２ ２０６ ２６１

�

住 宅 施 設

３０
（注２）

住 宅

すべての公有住宅
職員住宅
医師住宅
管理人住宅

（住民用賃貸住宅） １６４ １６４ １９８ ２２７ １６２ ２０１

�

社 会 教 育 ・ 文 化 施 設

５１ 公 民 館 町民会館 １７７ １７７ ２９０ ３４０ １６２ ２１４

５２ 集 会 所

生活改善センター
働く婦人の家
ふるさとセンター
集落センター
総合センター

１７３ １７３ ２７７ ３２５ １６２ ２０１
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（単位：千円）

分

類

コ

ー

ド

�

用
途
別
コ
ー
ド
�

主 用 途 名 類似建物名称（例） 建物内容等（例）

１ � 当 り 共 済 基 準 額

木 造

�

簡易防火
（木造
モルタ
ル等）

�

耐 火 構 造

鉄筋コ
ンクリ
ート造

�

鉄骨・
鉄筋コ
ンクリ
ート造
�

コンク
リート
・ブロ
ック造
�

鉄骨造

	

�

５３ 図 書 館 資料センター
閲覧室のあるもの
（注）学校の図書
室はコードNo.１４

２１２ ２１２ ３１５ ３６８ １７８ ２２１

５４
（注２）

博 物 館
郷土資料館
美 術 館
水 族 館

展示室、陳列室の
あるもの ２２０ ２２０ ３３０ ３７３ １７８ ２３５

５５ 研 修 所
青年の家
研修センター
教育センター

研修施設のあるも
の ２０１ ２０１ ３０４ ３２９ １６７ ２０６

５６
（注１）
訓 練 所

技術訓練所
授産場
創作センター
訓練作業所

技能修得施設のあ
るもの １６７ １６７ ２４１ ２６３ １６２ １７４

５９
（注２）
そ の 他 その他社会教育文

化施設 実態に応じた再調達価額

�

福 祉 関 係 施 設

６１ 保 育 所
保 育 園
児 童 館
乳 児 院

保育室、遊戯室、
乳児室のいずれか
あるもの

１９９ １９９ ２３５ ２６６ １７８ ２００

６２ 母 子 福 祉 施 設
母子福祉センター
母子健康センター
婦人ホーム

集会施設のあるも
の １９９ １９９ ２６２ ２８８ １７８ ２２０

６３ 老 人 福 祉 施 設
老人憩の家
老人福祉センター
老人休養ホーム

１９９ １９９ ２８３ ３２９ １７８ ２３０

６４ 身障者福祉施設 １９９ １９９ ２８８ ３２９ ２０４ ２３６

６５ 母 子 寮 ・
養護老人ホーム

母子寮、特別養護
老人ホーム

宿泊施設のあるも
の １８５ １８５ ２６３ ２９７ １６７ ２３０

６９ そ の 他 その他福祉施設 実態に応じた再調達価額

�

体育・レクリエーション施設

７１ 体 育 館
町民体育館
屋内競技場
スポーツセンター

各種競技可能、観
覧席のあるもの
（注）学校の体育
館はコードNo.１３

１８８ １８８ ２５７ ２８８ １８４ ２０３

７２ 武 道 館 柔剣道場、弓場、
室内球技場 小型の体育館 １６１ １６１ ２３３ ２５８ １８４ ２０３

７３
（注１）
屋 内 プ ー ル 場 ２５mコースを有

するもの ２２０ ２２０ ３０４ ３２５ １８５ ２２０

７４ 管 理 事 務 所

スキー、スケート、
サイクリング等管
理棟、公園事務所、
入場券売場

施設の現場管理等
のためのもの １９９ １９９ ２８８ ３０５ １６７ ２０３

７５
（注１）（注３）
保養所、宿泊所

国民宿舎
ユースホステル
温泉会館

２２０ ２２０ ３１０ ３３４ １７８ ２５８
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（単位：千円）

分

類

コ

ー

ド

�

用
途
別
コ
ー
ド
�

主 用 途 名 類似建物名称（例） 建物内容等（例）

１ � 当 り 共 済 基 準 額

木 造

�

簡易防火
（木造
モルタ
ル等）

�

耐 火 構 造

鉄筋コ
ンクリ
ート造

�

鉄骨・
鉄筋コ
ンクリ
ート造
�

コンク
リート
・ブロ
ック造
�

鉄骨造

	

�

７６
（注１）
観 光 会 館

売 店
物 産 館
レストハウス

２３０ ２３０ ３０１ ３１７ １７８ ２４６

７７

（注３）

公衆浴場、便所 共同浴場
公衆便所

水洗設備のあるも
の（注）ないもの
はコードNo．６

３６８ ３６８ ４０３ ４２７ ３３０ ３７３

７８ 休憩所、ロッヂ 山小屋、海の家、
バス待合所 ２０１ ２０１ ２５２ ２６４ １６７ １９６

７９ そ の 他 その他体育レクリ
エーション施設 実態に応じた再調達価額

�

環 境 衛 生 施 設

８１
（注４）
水 道 施 設 浄水場、下水廃水

施設

実態に応じた再調達価額
８２

（注４）
塵 芥 処 理 施 設 粗大ごみ処理場

８３
（注４）
し 尿 処 理 施 設

８４
（注４）
ガ ス 供 給 施 設

�

そ の 他 施 設

９１ 消 防 詰 所

消防屯所
消防器具庫
分団詰所
防水小屋

１４３ １４３ ２２０ ２３８ １３０ １７３

９２ 巡 査 駐 在 所 巡査派出所
巡査詰所 １６２ １６２ ２２７ ２７１ １６２ ２０１

９３
（注１）
産 業 セ ン タ ー

畜産センター
農業者センター
林業センター
集 乳 所

農林水産関係施設 １７３ １７３ ２４７ ２７７ １５２ １９６

９４
（注１）
共 同 作 業 所

加工場、給食セン
ター、人工孵化場、
乾燥場、飼料工場、
酪農場

１６０ １６０ ２４４ ２７３ １４６ １８９

９５ 畜 舎 動物係留施設 屋根と簡単な囲の
ある飼育舎 １０３ １０３ １５５ １７６ ９４ １１３

９６ 火 葬 場 炉体と斎場のある
もの ２３６ ２３６ ４２５ ４４５ ２３６ ３５７

４０
（注２）
そ の 他 実態に応じた再調達価額

各施設に共通する設備（施設に附随する一般的なもの）

００ 取こわし予定・再
建を要しない建物 実態に応じた再調達価額

０２ 宿 直 室（棟） １９９ １９９ ２２８ ２５７ １７８ ２００
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（単位：千円）

分

類

コ

ー

ド

�

用
途
別
コ
ー
ド
�

主 用 途 名 類似建物名称（例） 建物内容等（例）

１ � 当 り 共 済 基 準 額

木 造

�

簡易防火
（木造
モルタ
ル等）

�

耐 火 構 造

鉄筋コ
ンクリ
ート造

�

鉄骨・
鉄筋コ
ンクリ
ート造
�

コンク
リート
・ブロ
ック造
�

鉄骨造

	

０３ 用 務 員 室（棟） １９９ １９９ ２２８ ２５７ １７８ ２００

０４
（注２）
倉 庫 物置、用具庫 ９９ ９９ １７５ １７５ １２８ １０２

０５ 渡 廊 下 １１１ １１１ １９０ ２２１ １３６ １５６

０６
（注５）
便 所 （ 棟 ） 汲み取り式便所 ※水洗設備のある

ものはコードNo．７７ １９７ １９７ ２３５ ３０６ １７８ １９１

０７
（注１）
機 械 室 （ 棟 ） 配電室、冷暖房機

室、ボイラー室 １５７ １５７ ２７３ ２８０ ２０３ ２１６

０８ 車 庫 自動車車庫、艇庫 周囲に壁等のある
もの １０９ １０９ １６０ １６７ ９４ １２２

１５ 職 員 室（棟） 従業員室 １９９ １９９ ２２８ ２５７ １７８ ２００

１６ 会 議 室（棟） １９９ １９９ ２２８ ２５７ １７８ ２００

１７
（注１）（注６）
給 食 室（棟） 炊事場、調理場 １９９ １９９ ２２８ ２５７ １７８ ２００

１８ 寄 宿 舎 ・ 寮 舎 独身寮、看護婦宿
舎、学生寮 １６９ １６９ ２１３ ２５４ １６０ ２０６

２３
（注１）（注７）
焼 却 場 ごみ焼場 （焼却炉を含む） １５７ １５７ ２７３ ２８０ ２０３ ２１６

２４
（注１）（注８）
揚 水 場 ポンプ室等 １５７ １５７ ２７３ ２８０ ２０３ ２１６

２５ 浴 場（棟） 風 呂 場 （風呂釜等を含む） ２０２ ２０２ ２９４ ３３３ １７８ ２０１

２６ 自 転 車 置 場 屋根のあるもの ８５ ８５ １５４ １６３ ９２ １１５

建物とは別途契約が必要なもの

３９ 諸 設 備 工 作 物 据付機械
屋外工作物

実態に応じた再調達価額
５０ 収 容 品 家具、什器、備品

据付機械

（注１） 建物に付属する機械類及び屋外工作物については、別途、用途別コードNo．３９「諸設備工作物」又はNo．５０
「収容品」にて契約が必要となります。

（注２） 歴史的建造物（旧～邸宅、蔵、城、たて穴住居等）は、用途別コードNo．４０とし、実態に応じた再調達価額
で契約して下さい。

（注３） 建物から離れた源泉ポンプ等については、別途契約が必要です。なお、公衆浴場とは入浴施設のみの簡素な
浴場をさします。

（注４） 水道施設の流量計、水位計、テレメータや塵芥処理施設の受入供給等設備や機械類等は収容品又は諸設備工
作物にて契約が必要となります。

（注５） 水洗設備のあるものは、用途別コードNo．７７となります。
（注６） 給食センターは、用途別コードNo．９４となります。
（注７） 学校、役場等各施設に共通する設備としての焼却場で、塵芥処理施設（ごみ処理施設）は用途コードNo．８２

となります。
（注８） 学校、役場等各施設に共通する設備としての揚水場で、浄水場等水道施設は用途コードNo．８１となります。
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２．建物構造区分

（注１）不燃材料

不燃材料とは、コンクリート、煉瓦、瓦、石綿スレート、鉄鋼、アルミニウム、ガラ

ス、モルタル、しっくい、プラスターボード（１２mm以上）等の不燃性の建築材料をいう。

（注２）コンクリート造

コンクリート造とは、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨コンク

リート造、無筋コンクリート造、軽量コンクリート造（気孔性コンクリート造も含む）、

プレストレストコンクリート造、プレキャストコンクリート造、軽量気泡コンクリート

造（ALC造を含む）をいう。

適用上の注意

（１）外壁がコンクリート造の建物で、その外壁に木板等を張りつけた場合であっても、コンク

リート造の外壁とみなすことができる。

（２）外壁の一部にプラスチック板等を使用した建物であって、その部分が全外壁面積の１０％以

下である場合は、プラスチック等の部分は考慮に入れずに構造を判断することができる。

（３）以下に該当する施設等については、「２ 簡易防火構造」で加入すること。

① 風力発電施設等の風車でブレード等の材質に FRP（ガラス繊維強化プラスチック）を

使用している施設。

なお、ブレードと本体部分については一体の施設であることから、構造を分けて加入し

ないこと。

② 皮膜付プール等、壁体又は屋根が不燃材でない膜（可動式も含む）で覆われている施設。

③ 伝送路設備等のケーブルや配線類。

④ 屋根等に設置した太陽光発電システム。

なお、建物契約とは別に諸設備工作物として加入すること。

構造区分 １ 一 般 木 造 ２ 簡易防火構造 ３ 耐 火 構 造

建 物 構 造

１）一般木造（木造が
外側にあらわれてい
るもの）

２）簡易防火構造に該
当していても、屋根、
外壁等が不燃材料で
構成又は被覆されて
いないもの（注１）

３）簡易防火構造、耐
火構造に該当しない
建物

１）木造建物で、外壁
のすべてが、モルタ
ル塗またはしっくい
塗、石張またはタイ
ル張のもの

２）耐火構造に該当し
ていても屋根、外壁
等が不燃材料で構成
又は被覆されていな
いもの

３）鉄骨アルミニュー
ム板、その他軽金属
板造

４）上記と同等以上の
耐火効力のあるもの

１）コンクリート造
（注２）

２）コンクリートブ
ロック造

３）煉瓦造

４）石造

５）鉄骨造

６）土蔵造、壁厚９�
以上、内外壁厚計１５
�以上
７）上記と同等以上の
耐火効力のあるもの
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３．時価額の算定について

規程第１６条３項に規定する共済基準額を時価額により共済委託する場合における時価額の算定

は、当該共済の目的の共済委託時の再調達価額から経年による減価損を控除した残額とし、最終

残存価額は再調達価額に対する２０％とする。

経年減価額は共済の目的の構造、用途に応じ次表に定める経年減価率（１年）に経過年数を乗

じて算出する。ただし、当該減価表にあてはまらないもの（据付機械、収容品等）や、損耗の著

しい場合は、経年減価表によらず算出することができる。

時価額算出式

時価額＝再調達価額×｛１００％－（経過年数×減価率）｝

別表 建物経年減価表

� 普通物件

１．耐火造建物（鉄筋コンクリート、鉄筋鉄骨コンクリート造、コンクリートブロック造）

２．鉄骨造建物

３．プレハブ建物

建 物 用 途 耐用年数 減価率（１カ年）

事 務 所 、 役 場 、 店 舗 ９０ 年 ０．９ ％

学校、病院、公民館、宿泊施設の類 ８０ １．０

車 庫 、 倉 庫 、 工 場 の 類 ７０ １．１

市 場 、 公 衆 浴 場 ６０ １．３

建 物 用 途 耐用年数 減 価 率

工 場 、 倉 庫 を 除 く 普 通 物 件 ５３ 年 １．５ ％

軽 量 鉄 骨 造 工 場 、 倉 庫 ４５ １．８

普通鉄骨造以上 工場、倉庫 ５３ １．５

建 物 用 途 耐用年数 減 価 率

骨 組 木 質 系 ５３ 年 １．５ ％

骨 組 鉄 骨 系 ５３ １．５

コ ン ク リ ー ト 系 ８０ １．０
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４．木造建物

� 住宅物件

（時価額算出例）

鉄筋コンクリート造出張所

再調達価額 ５，０００，０００円

経過年数 満１０年

経年減価率 ９％（１年 ０．９％×１０年）

残価率 ９１％（１００％－９％）

時価額 ４，５５０，０００円（５，０００，０００円×９１％）

建 物 用 途 耐用年数 減 価 率

再建築価額１� １７７，０００円未満 ３５ 年 ２．３ ％

〃 １� １７７，０００円以上 ４５ １．８

建 物 用 途 耐用年数 減 価 率

耐 火 造 ８０ 年 １．０ ％

ブ ロ ッ ク 造 ７０ １．１

コ ン ク リ ー ト 系 プ レ ハ ブ ８０ １．０

木 質 系 、 鉄 骨 系 プ レ ハ ブ ５３ １．５

鉄 骨 造 ５３ １．５

木造再建築単価１�１７７，０００円未満 ４２ １．９

〃 １�１７７，０００円以上 ５３ １．５

（建物災害共済事務取扱要項）

― 88 ―


